
１）2021年９月、SDGｓの達成のため、持続可能な食料システムの構築のための行動を議論する

「国連食料システムサミット（FSS）」が開催。

我が国は、国内関係者と数多くの国内対話を実施し、「みどりの食料システム戦略」を策

定。アジアモンスーン地域の取組モデルとして提示するなど、その成功に貢献。

２）サミットへの貢献の一つとして、東南アジア各国と持続可能な食料システムを推進する共

同文書に合意。７月のプレサミット（閣僚級会合）で、国連や参加国から高い評価。

【共同文書の概要（抜粋）】
○ アジア・モンスーン地域に属する国々として、農業生産に関して地域の特殊性を共有し、持続可能な農業生産
及び食料システム、並びにSDGsという目標達成に努力を払う。

○ 農業及び関連分野において、イノベーションが持続可能な農業生産及び食料システムにとって重要であり、イ
ノベーションを強化するためには民間部門の投資を促進する必要。

○ 共同研究プロジェクトや既存の二国間及び複数国間の枠組みを通じた協力を促進し深化させる。

３）２年後（2023年）にFSSのフォローアップ会合が開催予定。

１．国連食料システムサミットと東南アジア各国との共同文書

１）ASEAN+3農林大臣会合など、様々な機会を利用して共同文書をPR
２）共同文書に資する協力案件としてSDGs達成や持続可能な食料システムの構築等に貢献する
１７のプロジェクトをASEAN＋３で提示し承認。
【東南アジアアでのプロジェクトの例】
○タイにおけるスマート農業技術の実証事業
○アジア地域の水田におけるGHG削減等に関する総合的栽培管理技術の開発
○アセアン地域の大学と連携した食産業の人材育成 等

２．共同文書を踏まえた我が国の取組（プロジェクトの推進）

官民円卓会議アジアモンスーン作業部会の取組方針（案）
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○ 共同文書に資する、SDGsの達成等に貢献するプロジェクトの官民連携による実施。
○ 官民連携プロジェクトをASEAN＋３農業大臣会合やAPIP（Asia-Pacific Information Platform for 

Food Security※）等を通じて発信。
※食料安全保障に貢献する優良事例や官民パートナーシップ等を紹介するAPECのサイト

◎ 2023年に開催予定のＦＳＳフォローアップ会合において、持続可能な食料システムの構築
に向けた、官民連携による国際的な協力の取組の一つとして広くPR。

ASEAN地域のSDGsの達成や持続可能な食料システムの構築に貢献する日本政府・民間企業等
の活動の拡大・認知度の向上

目指すアウトプット・アウトカム

１）ASEAN地域のSDGｓの達成、持続可能な食料システムの構築をより一層推進するためには、同
地域で活動する我が国民間企業・団体等との官民連携による取組が重要。特に食料システム
の変革のためのイノベーションに関するAESAN諸国の関心は高い。

２）このため、アジア・モンスーン作業部会においては、官民連携を通じた既存の協力案件の
推進等を通じ、ASEAN各国と日本の民間セクターの双方が裨益する、SDGs達成や持続可能な食
料システムの構築に貢献することを目指す。

【取組内容案】
・政府プロジェクトと参加企業等の活動のマッチング/コラボレーションの推進
・参加企業等のSDGs関連活動等への支援の検討
・作業部会参加メンバーによるASEAN地域における民民間の連携の検討
・東南アジア各国と参加企業等との連携・協力の検討 等

３）作業部会の取組を様々な機会を利用して、対外的に積極的に発信し、ASEAN地域での日本の
プレゼンスの向上を図る。

３．官民連携を通じたASEAN地域におけるSDGs達成、持続可能な食料システムの構築



第１回（２月15日）：官側からの情報提供
・食料システムサミット結果概要
・東南アジア各国との共同文書
・農水省の東南アジアでの取組
・作業部会の取組方針（案）

第２回（３月） ：民間企業・団体からの情報提供・提案
・東南アジアにおける取組と課題の紹介
・官民連携の具体的アイデアの提案

（※含オブザーバー（希望者のみ）

第３回（４～５月）：官民連携の具体化にむけた議論
・官民双方の取組や考えを踏まえた連携方針の議論

４．今後の作業部会の大まかなスケジュール（案）
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